
地方分権の時代にふさわしい元気で魅力ある県づくりを進めていくためには 「白助J「共助J、

「公助」の理念のもと 行 政 事 業者及び県民が協働し 多 様化する県民ニーズヘの対応や地

域の問題解決を図つていく必要があります。

このため 県 では 県 民活動促進基本計画の3つの基本方針に基づき 県 民活動の促進に関

する諸施策を総合的 計 画的に進めていくこととしておりま曳

崖本方針

す 県民参加のための環境づくり

0自 主的 主 体的活動の向上 促 進のための然斑づくり

ぐ 県昆自冷の視点に立った本一 トナーシップの確立と協胸の推進に向けての環境づ

くり

平成 16年 度は 昨 年に引き続き 「県民活動の拡がりに向けた環境づくりJを 桂として 県

民活動の普及 啓 発 県 民活動団体関のネットワークづくりのlFL進及び協勘事業の推進に向け

た仕組みづくりに重ミを置いた施策を展開しました。

具体的には 県 民活動促進期間を中心としたフォーラムなどの普及啓発事業を実施したほか

新たな公共サービスの担い手としての役割を担いつつある県民活動団体と県民白治の視点に立

った対等な関係での′`― トナーシップのもとで離駒を一層推進していく必要があるとの認識に

立って 平 成 15年 度から発行している 「果民活動白善」において続働事業に係る代表的事例

を紹介するとともに 行 政における 「協働Jに ついての認識を深めるため 「県民活動団体と

のfj陶に関するガイドプックJを 活用して 県 下8県域で 県 及び市町ll■員並びに果民活動

団体が参加した研修会 情 報変張会をlTR催しました。

また 県 と県民活動団体との臨的推進のための実践的な検討の場を提供し 次 年度以降の施

策へ反ltrる 「県民活動協駒推進事業Jを 実施するなど 県 民活動推進室が中心となって県民

活動全世を促進するための基盤となる環境づくりを進めてきました

なお 「県民活動f3働推進事業Jの 実施により 2事 業が平成 17年 度に機働事業として予

算化されました。

また 庁 内4r部局においても 各 分野における普及啓発事業 県 民活動団体への文援事業

協働事業の実施など県民活Elが促進される施策を展開しました。
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1)県 における平成Ⅲ6年度県民活動関係主要事業の実施結果について

継続事業として 「グメーンポランティア育成支援事業J「道路愛L4ボランティア支援事業J

「実行館ポランティア養成事業J「 スポーッボランティア推進事業j等 が実施されました。

また fr規 事業では 「県民活動協陶推進事業」により協働事業として予算化された 「災害

図上訓糠スタンフ養成事業J「 夏体みテスト散室J「 生きがい活動支援モデル事業J「 シ■

アネット設立支援事業J「 新鮮やまぐちのお魚消費拡大推進事業J「 子ども体験活動型環境

■習推進事業J及 び 「紋害者支援ネットワーク活性化事業」の7事業のほか 県 民活動団体

を客話先とした 「災害紙急医療lF報システム運営車業J 唯 療情報ネットワークシステム構

築章業J等 が実施されました。

決算額は 庁 内34課 85事 業で約 9億 1千方円となり 厳 しい財政事情を反映し 平 成

15年 度決算額と比磯して 1億 6千方円の減少となりました。

なお 協 働事業として実施した7車業について 評 価を実施したところ 県 民活動団体と

事業所管課を合わせた評価では 全 ての事業において 「滴足JXは  「ほぼ満足Jと いう結

果となっています

事業実施におけるltH圏としては 市 業内容が実際の参加者にあつたものより高度であつた

こと 補 助事業のため事業実施する上で制約わ`あつた等があ1デられており 評 価対象事業の

うち来年度も引き続き継続して実施する事業にあつては今回の評価をもとに更に事業実施に

配慮をすることが望まれます

また 16年 度をもつて事業を完了した関係課にあつては 今 回の協駒事業の実施 Pl価

から得た経験をもとに今後の施策において積極的に県民活動団体との協駒を検討することが

望まれます

(2)県  や まぐち県民活動吉らめ吉財団及びやまぐち県民活動支援センターの事業 (施策体
系別)

県 や まぐら県民活動きらめき財団及びやまぐち県民活動支援センターは、山日県県民活

動促進基本計画の施策体孫に沿つてtrのような取組を行いました。

ア 基 本方針Ⅲ itR風参加のための環境づくり

(ア9施 策の展開方向

① 県民への情報提供と参加志欲の促進

② 県民への学習機会の提供
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⑤ 事業者の活動参加の促進

④ ボランティア体暇制度の普及啓発

⑤ 県民活動に対応した保険制度の啓発

(イ)事業内容

II月 から11月 初旬に設定した県民活動促進翔問を中心として 県 民活動パワーアッ

プ貨の表彰やフォーラムの開催など県民活動全般の普及啓発のほか 環境分野における参

加体験型のイベントの実施 福 4■分野のセミナーの実施など 各分野において県民活動に

関する情報提供 普及啓発等を行いました。

◇ 県事業:80事業 646919千 円 〈再掲事業を含む。)

事 業 名 事 業 内 容 決算額 所首課 項 目 備考

県立大学生渡現
役社会づくり支
援事業

0地 域掬勘モデル開発事業
21世紀が 「高齢者の世紀Jと いわれて
いる中で 生 産を通じていつまでも現役
でありつづけられるような仕会 (一生涯
現役社会)づ くりの構築に向けて 地 坂
(行政 各国付 住民tr)と 大学 (研究
教育等)と の連携のあり方について調査
研究を実施した (美 東町をモデル地坂
として選定しgF4E)

[実施内容]
高齢者の開じこもり五u交 流の場と
して期待されているふれあいいきい
きサ,ン に焦点をおき 譲 加若 担 い
手等の開き取り繭査等を実施し 高 齢
者の実態把握を行つた
ふれあいいといきす。ン (住民の主体
的活動)へ の専円職としてのかかわり
等について実態把握を行つた
事業実施にあつては 専 門職の養成の
一貫として 学 生の現場実習をその一

部にあて実施した

O生 援現役ライブラリ構築事業
生涯現役社会づくりに関する前育研
究等の線告芸 書 諸情報などに関する文
献データベース化と検索システムの構
築に向けた準備を進めた。

[実施内容3
山●県内の行政 市 町村社会福祉協議
会尊で実施した調査研究報告書の収
集を行つた
収集した調査報告書等について PD
Fフ ァイル化を行い 検 索処理が可能
なシステムの構築を行つた

3070 学事文書課 ①② 方針 2
方|い

に再翔
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イ 基 本方針 2:自 主的 主 体的活動の向上 促 進のための環境づくり

(ァ)施策の展開方向

O県 民活動に関する情報の収集と提供 ニ ーズの把握

0人 材育成やマネジメント能方向上のための実習

0社 会的理解の促進のための広報 啓 発事業の実施

④ 活動の場の確保への協力

⑤ 交流戦争の提供等による多様なネットワークの形成

⑤ 情報ネットワークシステムの機能充実

② 県民活動支援機関等における相互の連携

③ 中間支援団体の充実と連携

③ 県の財政支援の方向

① 県と市町村における施策の協力 連 携

① 県民活動支援拠点の整備と機能充実

⑭ コミュニティ ビ ジネスの振興

① 特定非営利活動促進法の音及及び法人化の事前相談の充実

(イ)事業内容

生涯現役社会づくり学会の設立 運営の支援のほか DV紋 害者を支援する団体への文

援 環境や福社などの/4分野におけるボランティアの育成 担罪校笛者支援のネットワー

タの活性化支援などを行いました。

◇ 県事業:00事業 667196千円 〈再掲事業を含む。)

事 業 名 事 業 内 容 共算額 所管課 項 目 備考

決筈図上〕‖糠ス
タック装成事業

平成 16年 11月 に NPO法 人を離
lbにして市町ltu員研修を開催し 災 奮
図上討練害を行つた

受講者 80人

平成 I,年 1月に自主防災組織リータ
ー研修会を共催により実施 し 災 害図上
訓簾等を行つた

受講者 00人

100 消防防災課∞
０

方食 1

方針 3

に再掲

ウ 基 本方針31県 員自治の視点に立ったパー トナーシップの確立と協働の推進に向けての

環境づくり

(7)樋 策の展開方向
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O透 明で開かれた県政の一層の推進

② 政策立案等における県民 県民活動団体の参加機会確保

③ 事業者及び各種団体との連携 協力による協働の推進

④ 市町村における槻働の推進の協力

0臨 駒に関する研修の充実

⑥ 大学 研究機関等との連携による協働に関する調査研究の促進

⑦ 県事業における協働の推進

〇 協働推進のための新しいガイドラインの策定

(イ)事業内容

県民活動団体との機働で 「災告慎上訓練スタッ7養成事業J、「夏休みテスト裁室J「 生

きがい活動支援モデル事業」 「シエアネット設立支援事業J「 新鮮やまぐらのお魚消費拡

大推進事業J「 子ども体験活動型環境学習推進事業J及 び 「校筈者支援ネットワーク済仕

化事業Jな どを実施しました

◇ 県事業 :80事業 670514千 円 〈再掲事業を含む。)

事 業 名 事 業 内 容 決算編 所管課 項 目 備考

者

援

若

支
レ
ジ
く

シ

づ
レ
城

ャ
業

地
チ
事

若者を中心とした多挟な民門団体が連
携して企画 運 営した地技づくり活動に
対して支援を行つた

(10団 体)

15,250 地域政策縦 0 方針 =

に再塙

墓な宏査1～3の長葺芸の食軒:85事業_勢生!壁千円(再掲事業を除く。)
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